
ⅡⅡ 県民とともに医療環境を守り育てる県民とともに医療環境を守り育てる



１．本県の医療を取り巻く現状と課題１．本県の医療を取り巻く現状と課題



★人口当たりの医師は多い。（全国４位）
★人口当たりの病床も多い。 （全国１位）

若手医師の減少 地域偏在 診療科偏在

現
状

医療に問題はないのではないか。医療に問題はないのではないか。医療に問題はないのではないか。医療に問題はないのではないか。

★若手医師の減（H10 802人→H20 600人）
★療養病床が多い。（ダントツの１位）
★ベッド当たりの医師が少ない。（全国41位）

中核的病院の医師が不足中核的病院の医師が不足中核的病院の医師が不足中核的病院の医師が不足

誤誤誤誤 解解解解 現現現現 実実実実

しかししかししかししかし

Ⅱ-1-(1) 県内の医師の現状と課題 医師の確保は、県民世論調査医師の確保は、県民世論調査医師の確保は、県民世論調査医師の確保は、県民世論調査(H22年度年度年度年度)において県民からの高いニーズがあるにおいて県民からの高いニーズがあるにおいて県民からの高いニーズがあるにおいて県民からの高いニーズがある
「日本一の健康長寿県づくりのために力を入れるべきこと」の中で総合第２位

課
題

40歳未満の医師数の推移
－平成10年末を１００としてー

高知県
802人→600人

要
因

★高知大学医学部卒業生の定着不足
★県内臨床研修病院での臨床研修医
充足率の伸び悩み

★県外大学病院からの派遣医師の減少

二次医療圏別の医師数の変化

－平成10年末を１００として－
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★県外大学から県内（特に郡部）派遣される医師の減少
★高知大学医学病院医局への入局者の減少
★マグネットホスピタルの不在とキャリア形成支援の不足

診療科別医師数の変化

－平成10年末を１００として－
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点線は全国
実線は高知県

★勤務環境の厳しさ(悪化)や訴訟リスクの回避
★医師減少による負のスパイラル
★女性医師の増加による相対的な医師不足

このこのこのこの10101010年間で年間で年間で年間で25%25%25%25%減少減少減少減少 中央医療圏は増加するも、それ以外中央医療圏は増加するも、それ以外中央医療圏は増加するも、それ以外中央医療圏は増加するも、それ以外
の医療圏はすべて減少の医療圏はすべて減少の医療圏はすべて減少の医療圏はすべて減少

いずれの診療科も全国以上にいずれの診療科も全国以上にいずれの診療科も全国以上にいずれの診療科も全国以上に
減少、特に産婦人科は著しい減少、特に産婦人科は著しい減少、特に産婦人科は著しい減少、特に産婦人科は著しい

循環型医師 国による抜本的対

対
策
の
ポ
イ
ン
ト

国に求める対策

＜中⻑期的医師確保対策＞
◆医学生◆医学生等の卒業後等の卒業後の県内定着の促進の県内定着の促進
◆若⼿医師にとっての魅⼒あるキャリア形成環境の整備◆若⼿医師にとっての魅⼒あるキャリア形成環境の整備

＜国に求める対策＞
◆医学部の定員増
◆診療報酬の改定
◆無過失責任補償制度
◆不⾜する特定診療科を充⾜さ
せる仕組みづくり

高知医療再生機構・県・大学・医師会・医療関係者の連携による医師の確保

＜短期的医師確保対策＞＜短期的医師確保対策＞
◆◆医師の処遇改善による定着の促進医師の処遇改善による定着の促進
◆県外からの医師の◆県外からの医師の招へい招へい及び赴任医師の支援及び赴任医師の支援
◆県外医師確保のための情報収集及び勧誘活動◆県外医師確保のための情報収集及び勧誘活動

若手医師にとっ
ての魅力向上

循環型医師
育成システム
づくり

国による抜本的対
策と当面の勤務
環境改善支援
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【死亡場所の推移】

◆状況が許せば、住み慣れた居宅において生活

【幡多】

【高幡】
自圏内
67.6 %

自圏内
94.9 %

44.6%

3.7%

30.7%

【中央】

【安芸】

（例）脳血管疾患（⼊院）

自圏内
55.0%

自圏内
99.6%

出典：平成17年高知県患者動態調査

安芸医療圏及び高幡医療圏の脳血管疾患の患者は自圏域
での⼊院医療が難しく、中央医療圏に集中している。

自宅で亡くなる⼈の数は減少をし続けている
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◆患者の受療動向

Ⅱ-1-（２） 医療提供体制の現状と課題

中央医療圏
公立･公的病院
（芸陽病院を除く）

一般病床を有する
民間病院

高知市
◆一般病床を有する病院：32
◆公立･公的病院：4

高幡医療圏

幡多医療圏

安芸医療圏

出典：⼈⼝動態調査（厚生労働省）

しかし

連携による適切な医療体制の確保は、県民世論調査連携による適切な医療体制の確保は、県民世論調査連携による適切な医療体制の確保は、県民世論調査連携による適切な医療体制の確保は、県民世論調査(H22(H22(H22(H22年度年度年度年度))))において県民かにおいて県民かにおいて県民かにおいて県民か
ら高いニーズがある。ら高いニーズがある。ら高いニーズがある。ら高いニーズがある。
「日本一の健康長寿県づくりのために力を入れるべきこと」の中で、総合第１位

◆状況が許せば、住み慣れた居宅において生活
していきたいという在宅医療のニーズは高い。

〈自宅での介護に必要な条件〉
・家族に負担をかけずに必要な介護を受けられる

こと
・症状が急変したときの対応の仕組みがあること
・経済的な負担が少なくてすむこと

（Ｈ18年度県⺠世論調査）

◆専門的な治療ができる医療機関が中央医療圏に集中

患者やその家族が望む場合に
在宅療養を可能とする体制の整備

在宅医療についての県
⺠や医療関係者の理解

課題

対策の
ポイン

ト

医療機関や医療機能の地域偏在に対応し、限りある医療資源を有効に
活用するための医療連携体制の構築
・住⺠に⾝近な地域でのニーズに応じた医療の確保
・広域的な高度医療の確保

迅速かつ適切な医療を
提供するための患者情
報の共有

●医療関係者の資質の向上
●多職種の連携

在宅医療を⾏う環境の整備
・地域の医療資源の活用
・⼈材の確保と資質の向上

急性期の患者を常時受け⼊れ、専門的治療を⾏うことが
できる病院（専門医数など一定の要件あり）
（例）脳卒中

中央医療圏：7
幡多医療圏：１

◆⼈⼝あたりの病床数は全国第一位だが、医療機関
が高知市とその周辺に集中するなど、都市部と中
山間地域の医療提供体制には大きな差がある。

限られた医療資源を有
効活用するためには医
療機関の連携が必要で
あることの県⺠の理解
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☆
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☆ ☆☆☆☆

●
●

中央医療圏 医師数：1,741人

Ⅱ-1-(3) へき地医療の現状

☆１８市町村45箇所（平成21年10月31日）（全国３位）
（前回(H16)：20市町村48箇所（全国3位））

無医地区の分布

■へき地診療所：２０箇所
医師２１名が常勤（平成22年2月）

●出張診療所：７箇所
へき地診療所やへき地拠点病院から医師を派遣

へき地診療所の分布

無医地区：概ね半径4キロ区域内に50人以上が居住する
地域で、かつ容易に医療機関を利用できない地区

【参 考】
○医師の分布
・県内全医療施設従事医師数：2,100人

幡多医療圏

⾼幡医療圏

安芸医療圏
（⾼知市） 医師数：86人

医師数：93人

医師数：180人

（医師数：1,133人）
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●
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☆無医地区
■へき地診療所
●出張診療所

・県内全医療施設従事医師数：2,100人
(H18 2,077人)

・人口10万人あたり271.1人(全国4位)
（H18 263.2人)

・８０％以上が中央医療圏に集中
（平成20年12月31日）
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高知市

室戸市

安芸市

南国市

土佐市

須崎市

四万十市

宿毛市

香南市

香美市

東洋町

奈半利町

田野町

安田町

北川村

馬路村

芸西村

本山町
大豊町

土佐町

大川村

 いの町

春野町

中土佐町

佐川町

越知町

梼原町 津野町

日高村

仁淀川町

黒潮町

四万十町

高知大学

政策的な急性期医療を担う医療機関

◆救命：救命救急センター
◆脳卒中：脳卒中センター
◆急性⼼筋梗塞

： 急性⼼筋梗塞治療センター
◆周産期：三次医療施設、⼆次医療施設
◆⼩児救急：⼩児病院群輪番
◆災害：（広域）災害支援病院
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高知市と幡多西部（宿毛市、大月町、三原村）以外では、救

急患者の30％以上が管外にある医療機関に搬送

■⼀部の医療機関に救急搬送が集中

高知赤十字

高知医療センター

救命、脳卒中、急性⼼筋梗塞、周産期⼆次
⼩児救急、災害

救命、脳卒中、急性⼼筋梗塞、周産期三次
⼩児救急、災害

幡多けんみん

高幡医療圏

中央医療圏

安芸医療圏

安芸

周産期⼆次、
⼩児救急、
災害

周産期⼆次、災害

脳卒中、急性⼼筋梗塞
周産期三次、⼩児救急、災害

高知市仁淀災害

脳卒中、急性⼼筋梗塞
周産期⼆次、災害

JA高知

須崎くろしお

災害

管外搬送率（消防本部別、平成21年度）

Ⅱ-1-(4) 救急医療体制の現状と課題

土佐清水市
大月町

三原村

■⼀部の医療機関に救急搬送が集中

■幡多医療圏では幡多けんみん病院を中核として、⼆次医療は圏域
内でおおむね完結

■救急医療、高度・専門医療は高知市を中⼼とする中央圏域の医療
機関に依存し、救急患者の管外搬送が常態化

上位３病院（高知市）で救急搬送の43.9％
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高知赤十字病院 高知医療センター

救命救急センター受診患者 （平成21年度）

初期 ⼆次 三次

（％）

詳細は「県民の理解と協力の促進」P37参照

■救命救急センターを受診する救急患者の約80％が軽症

課
題

救急医療機関の機能の維持 県⺠の理解と協⼒の推進 救急医療連携体制の構築

対
策
の
ポ
イ
ン
ト

●適切な救急受診の啓
発

●⼩児の急病時の不安
の軽減策

●救急医療を担う医師
の確保

●救急医療機関に勤務
する医師の支援

●救急医療機関の機能
維持への支援

●休日や夜間の救急医
療体制の維持

●メディカルコント
ロール体制の強化

●即時的な救急医療情
報の提供

●ドクターへリ、消防
防災ヘリ、ドクター
カーを活用した新た
な救急医療体制の構
築

国⽴病院機構高知

⼩児救急、災害

周産期⼆次、⼩児救急、災害

脳卒中

脳卒中、急性⼼筋梗塞、災害

愛宕 いずみの 高知脳神経外科

近森

幡多医療圏

迅速な医師の現場派遣
による早期治療の開始
と救急搬送体制の確⽴
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２．今後２．今後の重点取り組みの重点取り組み



医師確保推進課Ⅱｰ２-（１）医師確保対策の推進
【予算額】H22当初 541,346千円 → H23当初案 2,367,332千円

■医師の３つの偏在 ※ここ10年間の変化（Ｈ１０→Ｈ２０）
①若⼿医師数（40歳未満）の減少・・・この10年間で25%減少
②地域による偏在・・・中央医療圏は増加するもそれ以外（安芸・⾼幡・幡多）の医療圏はすべて減少
③診療科による偏在・・・⼩児科、⿇酔科、産婦⼈科いずれの診療科も全国以上に減少、特に産婦⼈科の減少は著しい

現 状現 状

H２３年度の短期的医師確保対策H２３年度の中⻑期的医師確保対策

①安定的・継続的な医師確保（中⻑期的視点）
②現在不⾜している診療科医師の確保（短期的視点）

県事業県事業県事業県事業

県事業県事業県事業県事業（（（（国庫補助事業国庫補助事業国庫補助事業国庫補助事業））））
◆◆医師の処遇改善による定着の促進医師の処遇改善による定着の促進

○○救急勤務医手当支給の支援救急勤務医手当支給の支援（（105,381105,381千円千円））
○○新⽣児医療担当医手当支給の支援新⽣児医療担当医手当支給の支援（（1,5001,500千円千円））

★地元学⽣の定着による医師確保対策の仕組み（中⻑期的医師確保対策）は平成22年度に⼀定
整備した。今後は不⾜している診療科医師の確保のため短期的医師確保対策にも積極的に取り
組む。

医療再⽣計画の推進⺟体として発⾜した⾼知医療再⽣機構と県・大学・医師会・医療機関が連携しながら中⻑期的対策と短期的対策を実施

◆⾼知大学医学部定員の増◆⾼知大学医学部定員の増
○総定員○総定員 H20H20：：9595人人→→H23:115H23:115人人
○地域枠○地域枠 H20H20：：1010人人→→H23:25H23:25人人

課 題課 題

県事業県事業県事業県事業
◆医学⽣等の卒後の県内定着の促進◆医学⽣等の卒後の県内定着の促進

○医師養成奨学⾦（○医師養成奨学⾦（178,4178,40909千円）
○特定科目臨床研修奨励貸付⾦（○特定科目臨床研修奨励貸付⾦（8,6408,640千円）
○家庭医療学講座の設置（○家庭医療学講座の設置（25,00025,000千円）

医療再生機構事業医療再生機構事業医療再生機構事業医療再生機構事業
◆若手医師にとっての魅⼒あるキャリア形成環境の整備◆若手医師にとっての魅⼒あるキャリア形成環境の整備

○指導医の育成及び確保支援事業（○指導医の育成及び確保支援事業（50,000千円）
○医学⽣・研修医の⾼知県内研修支援事業（○医学⽣・研修医の⾼知県内研修支援事業（13,960千円）
○若手医師のレベルアップ事業○若手医師のレベルアップ事業（107,500千円→157,500千円）

・若⼿医師の専門医資格取得や国内外の先進的医療機関での研
修支援（対象者の増及び対象分野の追加）

○地域医療教育研修拠点施設整備の支援（○地域医療教育研修拠点施設整備の支援（794,959千円）
・⾼知大学医学部内に医療技術研修支援施設を整備

○安芸地域県⽴病院（仮称）整備の支援（○安芸地域県⽴病院（仮称）整備の支援（800,000千円）
・病院ＧＰ等のキャリア形成拠点となる安芸地域県⽴病院の整備を支援

○安芸保健医療圏連携推進事業○安芸保健医療圏連携推進事業（5,864千円）

○○新⽣児医療担当医手当支給の支援新⽣児医療担当医手当支給の支援（（1,5001,500千円千円））
○○分娩手当支給の支援（分娩手当支給の支援（35,46635,466千円千円））

医療再生機構事業医療再生機構事業医療再生機構事業医療再生機構事業
◆県外からの医師の◆県外からの医師の招へい招へい及び赴任医師への支援及び赴任医師への支援

○医療再⽣機構による医師派遣事業（○医療再⽣機構による医師派遣事業（35,00035,000千円）千円）
（医療再⽣機構を使った医師の招聘）（医療再⽣機構を使った医師の招聘）

○赴任医師に対する研修修学⾦支援事業（○赴任医師に対する研修修学⾦支援事業（75,00075,000千円）千円）
○県外私⽴大学との連携による○県外私⽴大学との連携による医師招へい事業医師招へい事業（（20,00020,000千円）千円）

◆県外医師確保のための情報収集及び勧誘◆県外医師確保のための情報収集及び勧誘
○医師ウェルカムネットの運営及び広報○医師ウェルカムネットの運営及び広報（5,026千円）
○医師専門業者の活用（13,335千円）
○医師確保地域協⼒員の設置（2,274千円）
○医師ふるさとネットの構築・運営（254千円）
○医師専門誌でのPR（2,100千円）

新新新新

新新新新

新新新新

新新新新

新新新新

新新新新

新新新新

新新新新

※病院GPとは・・・内科系疾患を幅広く診療できる総合内科専門医のような、病院
の総合診療部などで総合内科専門医などの資格を持って地域医療に従事する医師

新新新新

拡拡拡拡
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●短期的医師確保対策

高知医療高知医療高知医療高知医療
再生機構再生機構再生機構再生機構

県外医師の情報県外医師の情報県外医師の情報県外医師の情報収集対策の強化収集対策の強化収集対策の強化収集対策の強化

医師専門業者の活用医師専門業者の活用医師専門業者の活用医師専門業者の活用

医師紹介専門業者サイトに登録している
地方勤務が可能な転職希望医師の情報

医師医師医師医師確保地域協力員の設置確保地域協力員の設置確保地域協力員の設置確保地域協力員の設置
首都圏で活躍する医師を協力員として、高

県
外
在
住

県
外
在
住

県
外
在
住

県
外
在
住
のののの
医
師
医
師
医
師
医
師

就
業
意
欲

就
業
意
欲

就
業
意
欲

就
業
意
欲
の
あ
る

の
あ
る

の
あ
る

の
あ
る

機構による仲介支援機構による仲介支援機構による仲介支援機構による仲介支援

高知医療高知医療高知医療高知医療
再生機構再生機構再生機構再生機構

（仲介）（仲介）（仲介）（仲介）

・病院見学等の受入

・先輩医師の紹介、
話を聞く場の設定
・来県招待 等

機構による医師派遣事業機構による医師派遣事業機構による医師派遣事業機構による医師派遣事業

就業条件の協議

県県県県

内内内内

医医医医高知医療高知医療高知医療高知医療 派遣・診療

研修修学金支援研修修学金支援研修修学金支援研修修学金支援事業事業事業事業

機構職員（ＭＲを予定）機構職員（ＭＲを予定）機構職員（ＭＲを予定）機構職員（ＭＲを予定）
による赴任後のによる赴任後のによる赴任後のによる赴任後のアフアフアフアフ
ターフォローターフォローターフォローターフォロー

支
援

支
援

反応

医師ウェルカムネット医師ウェルカムネット医師ウェルカムネット医師ウェルカムネット

医師医師医師医師専門誌でＰＲ専門誌でＰＲ専門誌でＰＲ専門誌でＰＲ

県外医師への情報発信県外医師への情報発信県外医師への情報発信県外医師への情報発信

様々な手様々な手様々な手様々な手
段を使って段を使って段を使って段を使って
情報収集情報収集情報収集情報収集

首都圏で活躍する医師を協力員として、高
知県で就業する可能性がある医師の情報

医師医師医師医師ふるさとネット構築・運営ふるさとネット構築・運営ふるさとネット構築・運営ふるさとネット構築・運営
県外で就業している高知県出身医師の情報

その他の情報その他の情報その他の情報その他の情報
県民から寄せられる情報、様々な関係の下
で把握する情報等

高知医療高知医療高知医療高知医療
再生機構再生機構再生機構再生機構

県 医療機関

集約・活用

連 携

連携して勧誘活動

・病院見学等の受入
・先輩医師の紹介、話を
聞く場の設定
・来県招待 等

医
師
医
師
医
師
医
師
・・・・就
業
就
業
就
業
就
業
をををを
検
討
中

検
討
中

検
討
中

検
討
中
のののの
医
師
等

医
師
等

医
師
等

医
師
等

本県での本県での本県での本県での
就業意向就業意向就業意向就業意向
が示されが示されが示されが示され
たら・・・・たら・・・・たら・・・・たら・・・・

の
あ
る

の
あ
る

の
あ
る

の
あ
る
医
師
医
師
医
師
医
師

医医医医

療療療療

機機機機

関関関関

へへへへ

のののの

就就就就

業業業業

高知医療高知医療高知医療高知医療
再生機構再生機構再生機構再生機構
にににによるよるよるよる
直接直接直接直接雇用雇用雇用雇用

派遣・診療

負担金支弁

県

財政補助

県外私立大学との連携県外私立大学との連携県外私立大学との連携県外私立大学との連携

県外県外県外県外
私立大学私立大学私立大学私立大学

寄附講座（寄附）寄附講座（寄附）寄附講座（寄附）寄附講座（寄附）

県

高知医療高知医療高知医療高知医療
再生機構再生機構再生機構再生機構

診療

特定診療科医師への手当支援特定診療科医師への手当支援特定診療科医師への手当支援特定診療科医師への手当支援
・救急勤務医手当・救急勤務医手当・救急勤務医手当・救急勤務医手当
・新生児医療担当手当・新生児医療担当手当・新生児医療担当手当・新生児医療担当手当
・分娩手当・分娩手当・分娩手当・分娩手当

（注）MRとは、

医薬情報担当者であり、
病院等の運営情報に精通
している。

援

支
援

支
援

就
業

診療

アクセス
コンタクト

キャリア形成環境の整備キャリア形成環境の整備キャリア形成環境の整備キャリア形成環境の整備
（中長期対策）（中長期対策）（中長期対策）（中長期対策）

短期的対策によ
り受け入れた医
師にも本県の
キャリア形成支
援を行うことで、
本県での就業を
継続してもらう
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就 業
若手医師
（専修医等）

指導医

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
の

医師の
キャリアステージ

指導

●若⼿医師にとっての魅⼒あるキャリア形成環境の整備と県外からの医師の若⼿医師にとっての魅⼒あるキャリア形成環境の整備と県外からの医師の招へい招へい

安
芸
地
域
県
⽴

合
わ
せ
た
病
院

の
整
備

専門医

特
定
科
目
後

期
臨
床
研
修

奨
励
金

専門医資格の取得 ＜県内の急性期医療の担い手＞
国
内
外
へ
の
短
期
・

長
期
留
学
の
支
援

指導医資格

研鑚
（レベルアップ支援）

【県内若手医師の定着】 【県外から本県への就業促進】

活用

活用

活用

指導医

特定科目
診療科へ
就業

医
療
再
生
機
構
に
よ
る

医
師
派
遣
事
業

赴
任
医
師
に
対
す
る

研
修
修
学
金
の
支
援

指導医

県内在住 県外招へい 県内育成

赴任医師への支援

短期的医師確保対策

招へい

医
師
養
成
奨
学
金

高校生

医学部生

臨床研修医

県
外
研
修
医
の
県
内

「地
域
保
健
・医
療
」
研
修

高
知
大
学
内
へ
の
医
療
技
術

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
の
整
備

初
期
臨
床
研
修

奨
励
金

寄
附
講
座

（高
知
大
学
家
庭

医
療
学
講
座
）

地域医療の魅力を
啓発（出前講座）

臨
床
研
修
連
絡
協
議
会

の
活
動

（臨
床
研
修
医
の
確
保
）

医
学
生
の
地
域
医

療
実
習

本
県
へ
の
招
待
・

病
院
見
学
の
支
援

臨
床
研
修
医

合
同
研
修

県外学生も参加
参加

⽴
病
院
の
整
備
に

院
G
P
養
成
施
設

指
導
医
に
よ
る
指
導

県外学生

県
内
へ
の
就
業
・
研
修

宿
泊

利
用

「地
域
医
療
」
研
修

体
制
の
整
備

勧誘活動

情報収集と情報発信

医
師
ウ
ェ
ル
カ
ム
ネ
ッ
ト

の
運
営

医
師
斡
旋
専
門
業
者

の
情
報
活
用

医
師
確
保
地
域
協
力
員

の
設
置

医
師
ふ
る
さ
と
ネ
ッ
ト
の

構
築
・運
営

医
師
専
門
誌
で
の

P
R

研修医対象メニュー
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再生計画実施期間（再生計画実施期間（再生計画実施期間（再生計画実施期間（H21H21H21H21～～～～25252525））））

事業項目 平成
２１
年度

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度以降

１．⾼知医療再⽣機構設置事業

２．研修支援事業

（１）指導医の養成と確保
支援事業

（２）医学⽣・研修医の県内研
修支援事業

（３）若⼿医師レベル
アップ事業

専門医の養成、研修セミナー開催
国内・海外研修支援

医学生・研修医の地域医療研修
臨床研修連絡協議会への支援

指導医資格取得の支援
指導医の招へい

既存法人
への出資等

事業費（計画期間）

県
は
、
計
画
期
間
終
了
後
（26
年
度

の
再
生
機
構
の
事
業
を
支
援

●中⻑期的医師確保対策（スケジュール）

H22実績
10人

H22実績
２１件

H22実績
２０９人アップ事業

３．地域医療教育研修拠点
施設整備の支援

４．安芸地域県⽴病院（仮称）
等への支援
（病院ＧＰを含むキャリア
育成拠点整備支援事業）

５．安芸保健医療圏
連携推進事業

６．医師養成奨学⾦・特定科目
臨床研修奨励貸付⾦

７．家庭医療学講座

拠点病院間
ネットワーク整備

（検討）

病院ＧＰ育成
プログラムの検討

（検討）

病院ＧＰ育成部分を含む
病院本体整備への支援

高知大学医療技術研修
支援施設の整備支援

年
度
～
）

支
援

高知大学医学部家庭医学部
医療学講座の設置・運営

高知大学地域枠等に対する
奨学金等の貸付

２０９人

H22実績
実施設計
への補助

H22実績
奨学金：５７件
臨床研修貸付金：４件

稼 働

開院

H21

延べ受講者
９８人

H22

延べ受講者
１０１人
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【予算額】H22当初 284,413千円 → H23当初案 342,770千円

◆医療機能の地域偏在への
対応
・保健、医療、福祉の連携

現 状 対 策

Ⅱ-2-(2) 連携による適切な医療体制の確保 医療薬務課・医師確保推進課

ポイント

限られた医療資源の有
効活用が大切！

そのためには

医療機関や多職種間の
連携が必要！

課 題
病期に応じた医療連携体制の構築（詳細P33）

◆第５期保健医療計画の⾒直しに向けた対応
◆急性期、回復期、維持期を通じた医療連携の加速化

・政策的医療分野（４疾病５事業等）ごとの連携体制の構築
・地域における保健・医療・福祉の連携体制の構築
・地域連携クリニカルパスの運用の促進
・病病連携、病診連携の促進と多職種連携の強化

◆患者情報の共有
・ICTネットワークの活用による診療⽀援や情報の共有

◆「中央・⾼幡保健医療圏地域医療再⽣計画」に基づく地域の医療課題への
対応
・嶺北地域医療再⽣事業（中央東）
・地域医療連携体制整備モデル事業（中央⻄）
・地域における⼩児医療確保事業（須崎）

新新新新

【医療機能の地域偏在】
■都市部と中⼭間地域の医療提供体制

に大きな差がある
・人口当たりの病床数：全国第１位
・医療機関が⾼知市とその周辺に集中

■専門的な治療ができる医療機関が中
央医療圏に集中
（例）

・脳卒中センター
中央医療圏(７)幡多医療圏(１)

・急性⼼筋梗塞治療センター
中央医療圏(４)幡多医療圏(１)

【在宅医療】
■⾼齢者（療養患者）人口の増加 ・保健、医療、福祉の連携

・患者情報の共有

◆在宅医療の推進
・県⺠や医療関係者の在宅

医療についての理解の促
進

・保健、医療、福祉の連携
・医療者の確保と技術の向

上

◆へき地医療の確保
・医療へのアクセスの確保
・常勤医師の招へい・定着

と質の向上

在宅医療の推進（詳細P34）

◆県⺠や医療関係者に対する在宅医療の普及啓発と情報提供
・講演会の開催や啓発物の作成配布
・地域における在宅医療の意識啓発

◆在宅医療を選択できる環境の整備
・地域に根差した保健、医療、福祉のネットワークの強化（訪問看護組織の

協働と発展）
・在宅医療を担う医療者の確保と資質の向上(在宅移⾏への⽀援の質の向上)
・在宅医療を実施する機関の機能強化（地域における在宅医療等の実態調査、

研修実施）

へき地医療の確保（詳細P35）

◆医療機関から遠隔の地域への⽀援
・医療へのアクセスを確保（患者の送迎、無医地区巡回診療、出張診療所の

開設）
◆へき地診療所のある地域への⽀援

・常勤医師の招へい・定着と質の向上
・招聘や新規参入の確保、医師の離脱防⽌、ハード及びソフト⾯での医療の

質の向上の⽀援

新新新新

■⾼齢者（療養患者）人口の増加
■在宅医療の資源が少ない
■⾼齢者の約３.5人に１人が介護・医療

の施設サービスを利用(介護給付費実
態調査より)

■住み慣れた居宅において尊厳を持って
⽣活したいという県⺠のニーズが⾼い
(平成18年度⾼知県県⺠世論調査より)

↓
住み慣れた地域で暮らすためには、
在宅療養を⽀える医療が必要

【へき地医療】
■広い県土。過疎化の進展

・へき地診療所…県内に２７箇所
・県内の無医地区数は４５箇所(H21)

（H21.10現在、全国３位）
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医療薬務課ア 病期に応じた医療連携体制の構築
【予算額】H22当初 34,507千円 → H23当初案 33,462千円

平成23年度の取り組み

課 題

今後の取り組み

現 状

医療連携構築 H23 H24 H25
H26

～

【医療連携の意義】
発症から急性期、回復期を経て在宅に帰るまで、患者の容態に応じ切れ目なく医療
が連携されるネットワークを構築する

【医療連携構築の状況】
４疾病5事業ごとに、県域の医療体制を検討する場（疾病別医療体制検討
会議）を設置、全県的に取り組むべき医療連携の仕組みを検討

連携
地域ごとに各地域における保健・医療・福祉の連携体制を検討する場

（保健医療福祉推進会議）を設置、地域課題に応じた連携⽅策を具体化

【本県の医療連携構築の困難性】 医療連携体制の格差
⾼度医療の資源が県中央部へ偏在→⾼知市及び周辺の⼀部の医療機関に患者が集中

【対応の基本⽅針】
(1) 急性期：郡部と中央部との連携（県全体の連携）により、限られた⾼度医療

機関を有効活用する
(2) 回復期：急性期医療機関からの速やかな転院を可能とし、維持期へとつなげる
(3) 維持期：居宅における⽣活を⽀援し、必要に応じて急性期の医療機関と連携し

て治療にあたる

○郡部の基幹的医療機関の医師不⾜が進⾏し、地域で救急医療をはじめとし
た医療が完結できない。

○中⼭間地域では過疎化、⾼齢化が進んでおり、医療ニーズの⾼い⾼齢者を
地域内の連携で⽀える体制が不⼗分

★中央・⾼幡保健医療圏地域医療再⽣計画に基づく地域課題対応の進展
◆第◆第55期保健医療計画の⾒直しに向けた対応期保健医療計画の⾒直しに向けた対応

【【患者動態調査事業患者動態調査事業】】 2,793千円
第6期保健医療計画策定に必要な基礎資料を作成するため、県内患者の実態調査を⾏う

◆◆急性期、回復期、維持期を通じた医療連携の加速化急性期、回復期、維持期を通じた医療連携の加速化
【【疾病別医療体制疾病別医療体制検討会議開催検討会議開催】】 1,388千円 → 1,507千円
【【地域保健医療福祉推進会議開催地域保健医療福祉推進会議開催】】 1,300千円 → 1,158千円
【【地域医療体制等推進事業地域医療体制等推進事業】】 760千円 → 425千円

地域課題に応じた連携の仕組みを検討する
【地域連携地域連携ｸﾘﾆｶﾙﾊﾟｽﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ構築ｸﾘﾆｶﾙﾊﾟｽﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ構築】】 1,300千円

地域連携ｸﾘﾆｶﾙﾊﾟｽの活用による圏域を超えた情報共有の促進を図る

◆◆ 「「中央・⾼幡保健医療圏地域医療再⽣計画」に基づく地域の医療課題への対応中央・⾼幡保健医療圏地域医療再⽣計画」に基づく地域の医療課題への対応
【【地域医療提供モデル事業地域医療提供モデル事業】】 1,241千円 → 1,311千円

経⼝摂取への移⾏に向けたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ等を適切に⾏うための調査の実施や研修会等の開催を⽀援する
（中央東）【【嶺北地域医療再⽣事業嶺北地域医療再⽣事業】】 1414,782千円 → 817千円

嶺北地域内での地域医療座談会の企画・運営を⾏う
（中央⻄）【【地域医療連携体制整備モデル事業地域医療連携体制整備モデル事業】】 9,257千円 → 15,674千円

病病連携、病診連携の推進などの地域の包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築を⽀援する
（須崎） 【地域における⼩児医療確保事業】 284千円 → 583千円

⼩児医療提供体制を維持するための受診状況調査、適正受診啓発等を⾏う

医療連携構築 H23 H24 H25
～

保健医療計画の
⾒直し対応

急性期、回復期、
維持期を通じた
医療連携の加速
化

中央・⾼
幡保健医
療圏地域
医療計画
に基づく
地域課題
対応

県域

中央
東
中央
⻄
須崎

嶺北地域医療再⽣事業

地域医療連携体制整備地域医療連携体制整備
ﾓﾃﾞﾙ事業ﾓﾃﾞﾙ事業

地域医療提供ﾓﾃﾞﾙ事業地域医療提供ﾓﾃﾞﾙ事業

地域医療体制地域医療体制
等推進事業等推進事業

保健医療福祉保健医療福祉
推進会議推進会議

疾病別医療体疾病別医療体
制検討会制検討会

第５期保健第５期保健
医療計画の医療計画の
⾒直し⾒直し

第６期保第６期保
健医療計健医療計
画の推進画の推進

地域における⼩児医療確地域における⼩児医療確
保事業保事業

新新新新

拡拡拡拡

新新新新
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医療薬務課イ 在宅医療の推進

平成23年度の取り組み

課 題現 状
【予算額】H22当初 20,263千円 → H23当初案 18,219千円 再掲分除く

今後の取り組み

■療養する⾼齢者の⼈⼝の増加（⾼知県の⾼齢者率約26％・全国３位）
■居宅において尊厳を持って⽣活していきたいという県⺠の⾼いニーズ
■⾼知県の特徴

・中⼭間地域が多く（森林⾯積約84％）アクセスの不利
・⾼齢者のみの世帯や共働き世帯の増加による介護⼒の低下
・療養病床が⼈⼝当たり全国1位
・在宅医療の資源の不⾜

■在宅医療利用者が少ない
（要介護（要支援）認定者のうち約3.5⼈に１⼈が医療や介護の施設に入所）

患者やその家族が在宅医療を
望む場合に在宅での療養を

可能とする体制が必要

これまでは これからは

■県⺠・医療関係者の在宅医療に
ついての認識が⼗分でない

■在宅医療を選択できる環境が整
備されていない

施設数 10万⼈対 施設数 10万⼈対

全国 11,533 9.03 5,480 4.29

⾼知 46 5.97 41 5.32

在宅療養支援診療所 訪問看護ステーション

医療 介護

★普及啓発と環境の整備
在宅医療について県⺠や医療関係者に理解してもらう

（⾼知県数値は平成22年12月1日現在 ⾼知県調べ
全国数値は平成20年10月1日現在 WAMネットより）

自宅で⽣活が困
難になると医療
機関へ入院する
か、介護施設へ

入所

医療 介護

診療所医師

病院医師

訪問看護師

ケアマネジャー

訪問薬剤師
かかりつけ医

ホームヘルパー

理学療法⼠
作業療法⼠
言語聴覚⼠

⻭科医師

家族
地域に暮
らす⼈々

⾏政（包括支援
センター含む）

急変時に入院する
医療機関の医師

多職種が連携して対応

在宅医療の要は
訪問看護師
在宅介護の要は
ケアマネジャー

・講演会の開催や啓発物の作成配布
【在宅医療普及啓発事業】 400→519千円

・量販店や健康福祉イベント等に展⽰する啓発パネルの作成
【在宅療養を考える地域出前事業】(中央⻄福祉保健所) 366千円(再掲)

在 宅 医 療 を 選 択 で き る 環 境 を 整 え る
（今ある資源の活用、人材の確保と質の向上）

・訪問看護の活動組織の協働と発展
【地域医療フォーラム開催費】 1,389→1,228千円

・在宅医療の実績調査、医療機関の状況調査を⾏う
【在宅医療等の実態調査費】（須崎福祉保健所） 1,680千円

・地域（在宅）医療連携を推進するため、研修会を実施
【在宅医療研修会開催費】（須崎福祉保健所） 500千円

・経⼝摂取への移⾏に向けた研修会等の開催への支援
【地域医療提供モデル事業費補助⾦】 1,241→1,311千円（再掲）

・通院が困難な⽅の⼝腔機能維持・向上のため、在宅⻭科診療体制を整備
【在宅⻭科医療推進事業】 13,526→13,017千円（再掲）

※その他「地域ケア体制整備」、「がん対策」で在宅医療の取組みを⾏っている。

拡拡拡拡

新新新新

新新新新

新新新新

患者
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医師確保推進課ウ へき地医療の確保
【予算額】H22当初 229,643千円 → H23当初案 291,089千円

◆無医地区巡回診療◆無医地区巡回診療

平成23年度の取り組み

課 題

今後の取り組み

現 状

■広い県土。過疎化の進展。
★へき地診療所は出張診療所も含めて２７箇所

■無医地区（H21.１0月末現在、全国3位）
★無医地区数は１８市町村４５地区

・へき地拠点病院による巡回 3地区
・医師会による巡回 7地区
・患者輸送 7地区
・健康診断、健康相談 26地区等

H23 H24 H25
H26

～

医療機関から

■無医地区など医療機関に恵まれない地域住⺠の医療の確保
★⾼齢化等により最寄りの医療機関まで⾏くのに非常に困難である。公

共交通機関がない、あっても便数が少なく不便をきたしている。
■へき地診療所の常勤医師の招へい・定着と質の向上

★医師１名体制が多く、厳しい環境に置かれており、学会への出席や休
暇など取りづらい状況がある。

★医療機関から遠隔の地域への⽀援
◆無医地区巡回診療◆無医地区巡回診療
【【無医地区巡回診療無医地区巡回診療事業費】】 ２，６８８千円 → ２，３０４千円

◆招へい、新規参入の確保◆招へい、新規参入の確保
【【自治医科大学の負担⾦の⽀出自治医科大学の負担⾦の⽀出】】 １２８，７００１２８，７００千円 → １２８，７００千円
（医学⽣へのへき地医療に対する理解の涵養：家庭医療学講座、へき地医療実習）

◆へき地医療機関に勤務する医師の負担軽減
【へき地医療機関への代診制度の整備】 ２８６千円 → ２８６千円

◆へき地勤務医師の資質の向上
【後期派遣研修】 ８，５００千円 → ８，５００千円

◆ハード及びソフト⾯での医療の質の向上を⽀援
【へき地診療所及びへき地拠点病院の運営費の助成】４０，４２９千円→ ３９，９１３千円
【へき地診療所及びへき地拠点病院の施設・設備整備の助成】４３，５４４千円→１０９，５２４千円

医療機関から
遠隔の地域へ
の⽀援

へき地診療所
のある地域へ
の⽀援

無医地区巡回診療

自治医科大学による医師の確保

代診医制度の充実

後期研修の充実

へき地医療情報ネットワークの充実

へき地診療所・へき地拠点病院の運
営費や設備整備への助成

★へき地診療所のある地域への⽀援
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課 題

課 題

◆休⽇や夜間の医療体制の維持
・平⽇夜間急患センターや⼩児⼆次輪番病院の運営に対する⽀援
・⼩児⼆次輪番病院の医師の負担を軽減するためのトリアージ担当

救急医療機関の連携と機能維持（詳細P38）

◆適切な受診に向けた啓発の実施
・一般診療と救急診療の違いや医療機関の役割分担等の周知
救急医療の実情を県民に理解してもらうための集中的な広報

啓発の実施

◆県⺠自⾝の急病時の対応への⽀援
・⼩児の急病時の対応をまとめたガイドブックの作成配布や⼩児科医師
による講習会の開催

・保護者の不安を軽減し適切な受診を促すための⼩児電話相談の実施

県民の理解と協力の促進（詳細P37）適切な受診による地域医療の負

担軽減！

発症後の早期治療の開始！

◆県⺠の理解と協⼒
・救急医療体制についての県⺠の理解
（⼀般診療と救急診療の違いや医療機関
の役割分担等）

・軽症患者の適切な受診の啓発

◆医療機関の機能維持
・医師確保対策（特に郡部の救急病院）

ポイント

■救命救急センターを受診する患者の多く
が軽症患者である（H21年度） （％）

（医療薬務課調べ）

■⾼知市の３医療機関に県全体の救急搬送
の43.9％が集中している（H21年度）

（医療薬務課調べ）

■管外搬送の増加と搬送時間の延⻑

医療機関 初期救急初期救急初期救急初期救急 二次救急二次救急二次救急二次救急 三次救急三次救急三次救急三次救急

⽇赤 83 11.4 5.6
医療センター 73.8 17.2 9

近森 日赤 医療センター 合計（％）

15.7 15.5 12.7 43.9

2002 2005 2007 2009

管外搬送割合

現 状現 状 課 題 対 策

拡拡拡拡

Ⅱ-2-(3) 救急医療体制の整備
【予算額】H22当初 330,333千円 → H23当初案 897,978千円

（耐震化の予算除く）

医療薬務課

◆ドクターヘリの運航開始（平成23年3月）
◆ ドクターヘリ等を活用した新たな救急医療体制についての検討を
開始

ドクターヘリの導入を契機とする救急医療体制の進化
（詳細P39）

・⼩児⼆次輪番病院の医師の負担を軽減するためのトリアージ担当
看護師の設置への⽀援

◆救急救命⼠の資質向上や医療機関との連携強化などメディカル
コントロール体制の強化

◆救急医療情報システムによるリアルタイムの救急医療情報の
提供

◆救急医療を担う医療機関の機能維持や医師の減少を抑える
ための⽀援
・医師の勤務環境を改善するための救急勤務医手当の⽀給に対する
⽀援

・救命救急センターの運営⽀援の継続

◆医療機関の機能維持
・医師確保対策（特に郡部の救急病院）
・勤務医の勤務環境改善
・三次救急医療機関の運営⽀援

◆医療連携体制の構築
・正確な救急医療情報（受⼊れ可否情報
等）の提供

・迅速な搬送と医師の現場派遣体制

【救急医療の提供が困難になってきている要因】

・共稼ぎが多く⽇中の受診が困難
・患者の医療に対する意識の変化や⾼度の医療機
関、専門医にかかりたいという意識

・患者や家族の希望で搬送先を選定する傾向
・医師不⾜による郡部の⼆次救急医療機関の機能
低下
→救急患者の⾼知市への集中傾向

（消防防災課調べ）

■郡部の⼆次救急医療機関の機能低下
⾼知市外の主な救急告示10病院の常勤医師数

（⾼知大学附属病院を除く）
226（H14)→180（H18)→168（H21）
※7年間で58人（約26%）の減

管外搬送割合
（％） 29.2 33.8 35.6 35.2

病院収容時間
（分） 28.0 30.3 31.7 34.6

新新新新
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医療薬務課ア 県⺠の理解と協⼒の促進
【予算額】H22当初 6,948千円 → H23当初案 15,377千円

課 題

・救急医療を担う医師の不⾜
・医師等医療従事者の疲弊
・救急搬送の中央部への集中化

意識の定着を目指す
自分たちで救急医療を守ってゆくという

意識の定着を目指す

適正
受診

不安の
軽減

◇救急医療体制の現状についての理解の促進
◇軽症患者の時間外受診の適正化

◇軽易な病状の変化や外傷の対処法の普及
◇保護者の不安の解消に努め、適切な受診の
促進

高
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知
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消防本部別管外搬送率（H21年度）

救急⾞による搬送患者数（H21年度）
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高知赤十字病院

高知医療センター

救命救急センター受診患者の割合
(H21年度）

救急患者の４割以上が高知
市の3医療機関に搬送
（幡多医療圏を除く）

救命救急センターを受診する

平成23年度の取り組み
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★救急医療の実情を県⺠に理解してもらう

⼩児の保護者の不安を軽減するための広報

拡拡拡拡

（⼀般診療と救急診療の違いや医療機関の役割分担等）

◆県⺠の理解と協⼒のための広報事業
○救急医療啓発事業（1,779千円→9,622千円）

救急医療の実情を理解してもらうため、メディアを
活用した広報事業の実施

◆県⺠自⾝の急病時の対応への⽀援
・⼩児救急医療啓発事業（600千円→546千円）

保護者の不安の軽減を図るため、⼩児急病時の対応
をまとめたガイドブックの作成・配布及び⼩児科医
師による講演会の開催

・⼩児救急電話相談事業（4,569千円→5,209千円）
保護者の不安の解消に努め、適切な受診を促すため、
⼩児救急相談電話事業を実施

0

20

40

初期救急 二次救急 三次救急

高知医療センター 救命救急センターを受診する
患者のうち、入院が必要な患
者は2割

今後の取り組み

受診⾏動の変容を求める広報救急医療の実情を知らせる広報

平成24年度平成23年度 平成25年度

・救急医療体制の現状を周知する
・メディアを利用した広報活動

啓発の視点

・急病時に対応できるガイドブックの
配布や⼩児救急医療啓発の講演会

・⼩児救急電話相談 等

適正受診を⼼がけ、救急医療体制を
確保する

現状についての理解を深めたうえで受診⾏動の変容を促す
救急医療の利用機会の多い⼩児の保護者の不安を軽減する

★救急医療の実情を県⺠に理解してもらう
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◇休⽇・夜間の医療体制の維持
・⼩児救急医療⽀援（15,456千円）

平⽇夜間の軽症患者を治療する平⽇夜間の急患センターや調剤施設の運営の
⽀援、⼩児⼆次輪番病院の運営に対する⽀援を⾏う

・⼩児救急トリアージ担当看護師設置⽀援（3,274千円）
⼩児⼆次救急輪番病院の医師の負担を軽減するため、⼩児救急患者のトリアー

医療薬務課イ 救急医療機関の連携と機能維持
【予算額】H22当初 320,997千円 → H23当初案 314,145千円

平成23年度の取り組み

課 題

連携体制の構築

機能の維持

◇休⽇や夜間の医療体制の維持が必要
◇迅速な搬送体制の確⽴が必要
◇正確な救急医療情報の提供が必要
◇医師の確保と医師の勤務環境の改善が必要

１ ⼀部の医療機関へ救急搬送が集中
２ 救急⾞による管外搬送が増加

（県全体）
３ 救急⾞の搬送時間が延⻑
４ 郡部の医療機関の医師が減少

郡部の拠点病院の医師数変化（H14→H21）

地域 医療機関 医師数 増減

安芸 ⺠間A
公⽴Ｂ

6→8
33→20

2
▲13

中央東 公⽴Ｃ
公的Ｄ

10→9
31→23

▲1
▲8

中央⻄ 公⽴Ｅ
公⽴Ｆ

13→6
26→21

▲7
▲5

高幡 ⺠間Ｇ
⺠間Ｈ

18→13
15→15

▲5
0

幡多 公⽴Ｉ
公⽴Ｊ

18→6
56→47

▲12
▲9

現 状

5

6

7

8

9

10

0

10

20

30

40

H11 H13 H15 H17 H19

病院収容時間（高知県）

病院収容時間（全国）

現場到着時間（高知県）
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救急⾞の現場到着時間と
病院搬送時間の推移（分）

★医療体制の機能維持のための⽀援

⼩児⼆次救急輪番病院の医師の負担を軽減するため、⼩児救急患者のトリアー
ジ等を⾏う看護師の設置を⽀援する

◇メディカルコントロール体制の強化
・救急医療従事者研修委託（3,108千円）

医師、看護師、救命救急士等を対象に脳卒中病院前救護研修、脳卒中初期診
療研修及び⼼肺蘇⽣法研修を実施し、病院前救護及び初期診療の体制を強化
する
あわせて、救急医療機関に勤務する医師を対象に外傷治療の専門研修（JATEC）
を実施し、外傷治療の体制を強化する

◇救急医療情報の提供
・救急医療情報システム運営委託（61,749千円）

救急医療情報システムを活用し、受け⼊れ可否情報等のリアルタイムの救急
医療情報を提供する

◇医療機関の機能維持や医師の減少を抑えるための⽀援
・救急勤務医⽀援（105,381千円）

医師の勤務環境を改善するため救急勤務医手当の⽀給に対して⽀援する
・救命救急センターの運営⽀援（119,320千円）

救命救急センターの運営に対して⽀援を継続する
・地域における⼩児医療確保（583千円：須崎福祉保健所）（再掲）

郡部の⼩児医療を確保するため地域の医師の協⼒体制を整備する

H23 H24 H25 H26～

休⽇夜間の
医療体制の
維持

ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄ
ﾛｰﾙ体制の
強化

救急医療
情報提供

医療機関と
医師への⽀
援

⼩児救急トリアージ担当看護師設置⽀援事業

病院前救護体制の強化

救急勤務医⽀援事業

救急医療情報システムの運営

救命救急センター運営⽀援

幡多 公⽴Ｉ
公⽴Ｊ

18→6
56→47

▲12
▲9

⼩児救急医療⽀援事業

今後の取り組み

現場到着時間（高知県）

現場到着時間（全国）

現
場
到
着
時
間

病
院
収
容
時
間

地域の⼩児医療確保事業

救急医療従事者研修

ドクターヘリ等を活用し
た救急医療体制の検討

体制づくり

拡拡拡拡
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■消防防災ヘリによる救急活動
・救急活動の他にも消防・防災活動などの役割を有する
・耐空検査による運航休止期間(年間約1ヶ月半)がある
■医療圏域を超えた救急搬送が増加傾向にある
・郡部からの医師同乗による救急搬送中は、搬送元の
地域で医師や救急⾞不在の状態となる

（救急隊が搬送先を決定するまでの間に時間を要する
事例も増加）

■消防防災ヘリにより対応している救急患者に加えて、ヘリ搬送が必要な患者が潜在的に相当数存在する
・ヘリによる対応が有効であったと推測される症例が年間362例（高知県ドクターヘリ導入検討委員会における調査）

■消防防災ヘリによる救急活動
・救急活動の他にも消防・防災活動などの役割を有する
・耐空検査による運航休止期間(年間約1ヶ月半)がある
■医療圏域を超えた救急搬送が増加傾向にある
・郡部からの医師同乗による救急搬送中は、搬送元の
地域で医師や救急⾞不在の状態となる

（救急隊が搬送先を決定するまでの間に時間を要する
事例も増加）

■消防防災ヘリにより対応している救急患者に加えて、ヘリ搬送が必要な患者が潜在的に相当数存在する
・ヘリによる対応が有効であったと推測される症例が年間362例（高知県ドクターヘリ導入検討委員会における調査）

医療薬務課ウ ドクターヘリの導⼊を契機とする救急医療体制の進化
【予算額】H22当初 2,388千円 → H23当初案 568,954千円

現 状
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救急医療の質の向上のため
新たにドクターヘリを導⼊

消防防災ヘリとの共生による複数ヘリ体制での救急の開始
→ 医療に特化した機能を有するヘリとして365日運航
→ 早期治療開始による救急患者の救命率の向上と後遺症の軽減

◆消防機関との連携による*メディカルコントロール
（MC）体制の進化・深化を目指す
（ * ）メディカルコントロール：救急現場から医療機関へ患者を搬送

するまでの間に、救急救命士や救急隊員が行う応急処置などに
ついて、医学的な観点からその質を保障すること

◆「傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準」の策定を
踏まえ、迅速かつ適切な搬送先選定と救急医療機関の相
互連携体制を強化

◆ドクターヘリ、消防防災ヘリ、ドクターカーなどの救急
医療資源の有効活用

◆場外離着陸場のさらなる確保→特に高知市中心部におけ
る離着陸の円滑化（郡部のヘリパッド整備も必要）

ドクターヘリ、消防防災ヘリ、ドクターカー等
を有機的に活用した新たな救急医療体制づくり

消防本部別管外搬送率（H21年度） 課 題

◆ドクターヘリ等を活用した新たな救急医療体制についての検討
・救急医療協議会救急医療体制専門委員会における検討・救急医療協議会救急医療体制専門委員会における検討
※※受入れ側救急医療機関間の情報共有や連携体制及び受入れ側救急医療機関間の情報共有や連携体制及びMCMC体制の新たな体制の新たな
構築に係る実務的な協議構築に係る実務的な協議

・ドクターヘリ運航調整委員会におけるヘリ運航上の課題の検討・ドクターヘリ運航調整委員会におけるヘリ運航上の課題の検討
※※ドクターヘリ搬送事例の事後検証を定期的に実施（検討課題を反映）ドクターヘリ搬送事例の事後検証を定期的に実施（検討課題を反映）

○ドクターヘリ運航事業費補助⾦（○ドクターヘリ運航事業費補助⾦（209,830千円）
平成２３年３月から運航を開始するドクターヘリの運航に必要な平成２３年３月から運航を開始するドクターヘリの運航に必要な
経費について基地病院に対する補助を⾏う経費について基地病院に対する補助を⾏う

・ドクターヘリの運航委託先（⺠間航空会社）への委託料
・ドクターヘリに搭乗する医師・看護師の人件費、運航調整委員会の運営経費

○ドクターヘリ導⼊促進事業費補助⾦（○ドクターヘリ導⼊促進事業費補助⾦（357,735千円）
ドクターヘリの運航に必要な関連施設の整備に対して補助を⾏うドクターヘリの運航に必要な関連施設の整備に対して補助を⾏う
・基地病院敷地内へのドクターヘリ基地（ヘリポート及び格納庫）の整備・基地病院敷地内へのドクターヘリ基地（ヘリポート及び格納庫）の整備

平成23年度の取り組み

H23年 3月 H23 H24～

ドクターヘリ等を活
用した新たな救急医
療体制についての検
討

関係機関との協議
(運航調整委員会等)

ドクターヘリの運航

基地病院内へのヘリ
基地の整備

安全かつ円滑な運航

設置・整備

運
航
開
始

今後の取り組み
ドクターヘリの運航

→ 早期治療開始による救急患者の救命率の向上と後遺症の軽減

消防や医療機関間の新たな連携
体制についての検討

新たな救急医
療の展開

運航開始に
向けた協議

事後検証、運航
上の課題及び連
携体制の検討

事例の事後検
証、運航上の
課題検討

反
映

★ドクターヘリ等の救急医療資源を活用した新たな救急医療体制の
構築
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医療薬務課エ 災害拠点病院等の耐震化

■災害時に重要な役割を果たす
病院の中にも未耐震のものが
あり、これらの病院の耐震化
を進める必要がある。

※耐震整備は費用が高額であり、
医療機関としては耐震化の計画
が⽴てにくい

※病院の耐震化は入院患者を抱え
ながらの整備になるため、難し
い面がある

【予算額】H22当初 1,036,663千円 → H23当初案 1,164,181千円

課 題現 状
■県内の１３９病院の耐震化の状況

７7病院が未耐震（H2２.1２厚⽣労働省調べ）

３３病院が未耐震

県内の病院数 １３８ うち
耐震化の
予定あり全てが新耐震基準 ６1

一部又は全部に耐震化が必要 ７7 ５６

対象となる病院数 ６８ うち
耐震化の
予定あり全てが新耐震基準 ３５

一部又は全部に耐震化が必要 ３３ ２６

・病院の耐震化率 ９０％（平成26年度）
・うち 広域災害支援病院、災害支援病院、救
護病院の耐震化率 １００％（平成24年度）

■高知県南海地震対策⾏動計画における目標

■うち災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の耐震化の状況

■県内の１３８病院（診療所を除く）の耐震化の状況

◆◆大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医療機関（災害拠点病院・
⼆次救急医療機関）の耐震整備を⾏う

【【医療施設耐震化臨時特例基⾦事業費補助⾦医療施設耐震化臨時特例基⾦事業費補助⾦】】
（（ 1,036,6631,036,663千円 → 1,104,262千円 ）

◆耐震診断によりIs値（※）が0.3未満と診断された建物は、地震発⽣時に倒壊する危険性
が高いことから、Is値0.3未満の病院の耐震整備を⾏う

【【医療施設耐震整備事業費補助⾦医療施設耐震整備事業費補助⾦】】
（ 0千円 → 59,820千円 ）

※Is値:建物の耐震強度を表す指標。Is値0.6以上が地震に対して倒壊または崩壊する危険性が低いとされています。

平成23年度の取り組み今後の取り組み

新新新新

H22 H23 H24 H25

○医療施設耐震化臨時
特例基⾦事業費補助⾦

基⾦の運用

H22年度末までに
着工の病院

H23年度末までに
着工の病院

○医療施設耐震整備
事業費補助⾦

H23実施

H24以降実施

基⾦総額 約７０億円

4病院が耐震化を実施予定

11病院が耐震化を実施

耐震診断

耐震工事

耐震工事

耐震診断

耐震診断

耐震工事

★地震発⽣時に適切な医療提供体制を確保する
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◆経営改善に取り組みながら
機能充実◆４疾病５事業ごとの医療連携体制の

構築・推進に必要不可⽋な医療機関
（第５期⾼知県保健医療計画

：H20〜H24）
◆「5つのセンター機能」を中心に県の

中核病院として⾼度・専門医療の提供

現状と取組

効率的な病院運営による経営改善
健全な経営のもとで医療機能の充実

23年度の取組

救命救急センター
・ドクターヘリの運航開始
（H23.3〜）
※ＦＭＲＣの活用、防災ヘリ併用

がんセンター
・放射線治療の充実
・外来化学療法の拡充

総合周産期⺟⼦医療センター
・ＧＣＵ（後方新生児室）の充実

平
成
年
度
経
常
収
支
黒
字
化

救命救急センター

総合周産期
⺟⼦医療センター

がんセンター

５
つ
の
セ
ン
タ
ー
機
能

◆安定した病院運営により、県の中核病
院として「⻑寿県構想」に貢献

中期経営改善計画の目指す姿

県全体を対象とした3次救急医療

県の周産期医療の基幹病院

地域の医療機関との連携・機能分担による
「地域完結型のがん治療」

２３

Ⅱ-2-(4) 県下全体の中核病院としての⾼知医療センターの機能充実 医療薬務課

H22.3 「中期経営改善計画」（H21〜H25）
（以下「改善計画」）の策定
ＰＦＩ事業契約の合意解約

H22.4 直営化による病院運営のスタート
10 「改善計画アクションプラン」の策定

Ｈ２０

▲２，１１３
百万円

Ｈ２１

▲１，４８８
百万円

Ｈ２２

▲３４９百
万円

・外来化学療法の拡充
・臓器別治療チームの設置による

チーム医療の推進

循環器病センター
・循環器カテーテル治療の拡充
・※ステントグラフト治療の拡充
・心臓大血管疾患リハビリの拡充
・栄養管理・薬剤管理指導の充実

地域医療センター
・地域の医療機関との連携強化

年
度
経
常
収
支
黒
字
化
の達
成

精神科病棟の整備（H23.3〜）

循環器病センター

地域医療センター

機
能

こころのサポートセンター(仮称）
新設（H24.4)

・臨床研修病院（基幹型）
・災害拠点病院（基幹）
・DMAT指定病院
・へき地医療拠点病院
・がん診療連携拠点病院
・エイズ治療拠点病院
・感染症指定医療機関 等

そ
の
他
の
政
策
的
医
療
機
能

精神科における急性期・身体合併症・
児童思春期の治療

改善効果
625百万円

改善効果
1,139百万円

※特殊要因を除く金額
H22は見込額

経営の状況（単年度経常収支の推移）

県の「急性心筋梗塞治療センター」構想の中核施設

地域医療⽀援病院、へき地医療拠点病院として
地域の医療機関の⽀援

魅⼒ある医療機関として専門医の
人材育成・輩出機能

臨床研修病院として「⾼知医療再生
機構」と連携した学生の受入

（（（（※※※※ＦＭＲＣ：欧州型ドクターカー、ステントグラフト：金属の人工血管）ＦＭＲＣ：欧州型ドクターカー、ステントグラフト：金属の人工血管）ＦＭＲＣ：欧州型ドクターカー、ステントグラフト：金属の人工血管）ＦＭＲＣ：欧州型ドクターカー、ステントグラフト：金属の人工血管）

（詳細P42）

41



障害保健福祉課●⾼知医療センター精神科病棟整備

課 題現 状
【予算額】H22当初 1,345千円 → H23当初案 163,887千円

医師の確保
・成人３名、児童・思春期２名
・高知大学への派遣要請

看護師等スタッフの確保
・精神科医療に従事した経験のある看護師、⼼理⼠、

精神保健福祉⼠等スタッフの確保

関係機関との連携体制の構築
・大学、⺠間病院等との精神科医療連携体制
・保健・医療、福祉、教育等関係機関の連携による

児童・思春期の治療
（⼦どもの⼼療連携体制の構築）

【基本設計(H21年度)時点】
１ 設置場所 ：高知医療センター本館⻄側「野⿃の森」敷地
２ 病床規模 ：病床数４４床 〇成人30床 〇児童・思春期14床

1階：外来、院内学級等
２階：病棟
３階：屋上広場

３ 本体建築費： 809百万円 ■耐震構造
（基本設計段階のイメージ図）（基本設計段階のイメージ図）

⾼知県の精神科医療を⽀えるために、県全体を対象に⺠間だけでは担えない機能を果たす中核的病院
を中央医療圏域に設置することが必要
1 急性期の治療 ■措置入院、重症患者 ■精神科救急システム参加
2 ⾝体合併症の治療 ■医療センターの高度・専門的な機能を活かした対応
3 児童思春期の治療 ■県内唯一の専門病床の整備
4 精神科医療従事者に対する教育・研修 ■高知大、⺠間病院との連携

高知県保健医療計画の加速度的な推進

H21 H22 H23
H24

～

病棟建設・設備
整備

医師確保

看護師等スタッ
フ確保

医療連携
精神科医療連携シ
ステム検討委員会

新新新新

運用
開始

高知大学への派遣要請

こどもの心療連携部会

精神科医療地域連携部会

建設工事

（H23.3～24.1）
基本設計 実施

設計

（基本設計段階のイメージ図）（基本設計段階のイメージ図）

配置計画・採用
内部異動・研修

公募(医療センターHP)

(1)(1)病棟整備事業に対する県負担⾦病棟整備事業に対する県負担⾦
【【施設整備施設整備】】 50,09550,095千円千円
【【設備整備設備整備】】 39,54539,545千円千円
【【看護師確保・研修派遣看護師確保・研修派遣】】 72,78872,788千円千円

●看護師採用：8名、内部異動：１4名 67,030千円
●研修派遣 5,758千円

(2)(2)県事務費県事務費
【【精神科医療連携システム検討委員会等精神科医療連携システム検討委員会等】】 1,4591,459千円千円
●精神科医療地域連携部会
●こどもの⼼療連携検討部会

平成23年度の取り組み

⾼知医療センター精神科病棟整備（⾼知県・⾼知市病院企業団）⾼知医療センター精神科病棟整備（⾼知県・⾼知市病院企業団）
【【施設整備事業施設整備事業】】 2222、、2323年度事業年度事業 826,747826,747千円千円
●病棟建設工事 808,600千円(22年度14,386千円 23年度794,214千円）
●工事管理委託料 18,147千円(22年度 323千円 23年度 17,824千円）
【【設備整備事業設備整備事業】】2323年度事業年度事業 167,685167,685千円千円
●医療機器整備 ●情報システム構築 ●情報機器整備 ●情報環境整備

今後の取り組み
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県⽴病院課Ⅱ-2-(5) 地域の中核病院としての県⽴安芸病院・芸陽病院の機能充実

課 題現 状
『新安芸・芸陽病院整備の

基本的な考え方』（Ｈ20.6）

『安芸地域県⽴病院（仮称）
整備の基本方針』（Ｈ21.1）

■安芸病院と芸陽病院を統合し、
地域の中核病院として整備
（現地、建て替え）

H22年度末契約・着⼯（予定）

■新病院を病院ＧＰ※の養成拠点
としても整備

『安芸保健医療圏地域医療
再生計画（Ｈ21〜25年度）』

■医師の確保

特に安芸病院では、医師不⾜等の影響から、地域の中核的病院
としての役割を果たすことができなくなってきている

【医師数】
Ｈ16年4月：33名 → Ｈ22年4月：19名

※現在、常勤の⿇酔医、脳外科医不在
【救急⾞搬送受⼊件数】

Ｈ16年度：1,540件 → Ｈ21年度：846件
【安芸市消防本部管外搬送割合】

Ｈ16年：16％ → Ｈ21年：41％
【手術件数】

Ｈ16年度：1,240件 → Ｈ21年度：413件
【分娩件数】

※病院ＧＰとは･･･
内科系疾患を幅広く診療できる総合内科専門医のような、病院の総合

診療部等で総合内科専門医等の資格をもって地域医療に従事する医師

平成23年度の取り組み今後の取り組み

【分娩件数】
Ｈ16年度：159件 → Ｈ21年度：77件

内科系疾患を幅広く診療できる総合内科専門医のような、病院の総合
診療部等で総合内科専門医等の資格をもって地域医療に従事する医師

新病院

地 域 住 ⺠

地域の
医療機関

福祉保健所
福祉施設

高知大学、
高知医療
センター
等

新病院を①地域の中核的病院、②地域の医療・保健・福祉を⽀える病院
として、H25.12の開院を目指して整備を進める

H25.12開院

★新病院開院及び安芸病院と芸陽病院の統合（H24年度）に
向けた取り組みを着実に進める

■高知大学に対する医師の派遣要請の継続

■病院本体等の建設
・精神科病棟部分の完成（H24.4供用開始）

■新病院の運営体制・運営システムの検討

■病院ＧＰ養成プログラムの検討と実施体制の整備
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県⽴病院課Ⅱ-2-(6) 地域の中核病院としての県⽴幡多けんみん病院の機能充実

平成23年度の取り組み

課 題

今後の取り組み

現 状

★地域がん診療連携拠点病院の指定申請を目指す◆地域中核的病院（ハブ病院）としての機能強化を図る

■H11年の開院以来、救急医療や急性期医療の分野において、幡多地域の中核病院として、
地域でほぼ完結できる医療（2.5次医療）を提供してきている

■医師の確保

＜医師数＞Ｈ16年4月：52名→ Ｈ22年4月：44名

・医師不⾜の影響等により常勤医が不在となる
診療科が発生

→ 呼吸器科、眼科、皮膚科、精神科 等
・地域がん診療連携拠点病院の指定を受けるためには

化学療法等の専任医師の確保が必要

＜主な機能＞
・救急告示病院（24時間、365日対応）
・ＩＣＵ、ＮＩＣＵ的病床の設置
・域内唯一の分娩取扱病院 等々

【救急⾞搬送受⼊件数】
Ｈ16年度：1,816件→Ｈ21年度：2,557件

【手術件数】
Ｈ16年度：2,089件→Ｈ21年度：2,078件

【分娩件数】
Ｈ16年度：471件→Ｈ21年度：352件

★地域がん診療連携拠点病院の指定申請を目指す◆地域中核的病院（ハブ病院）としての機能強化を図る

「大学との連携」及び「地域との連携」を促進することで、
これまでの機能の維持に加えて、

■地域がん診療連携拠点病院
■地域医療⽀援病院的機能
■地域救命救急センター的機能 等

新たな機能の充実強化を目指す

幡多けんみん
病院

高知大学、高知医療センター 等

診療所

診療所

病院
診療所

病院

診療所

病院

情報ネットワーク
（ICT）を活用した医
療機関の役割分担と
連携

心臓血管外科手術 など高次医療が必要で
発生頻度が低い症例

■高知大学に対する医師の派遣要請
→ 化学療法や放射線治療の専任医師
→ 緩和ケアチームにおいて精神症状の緩和に携わる医師

■がん診療委員会を中心とした指定申請に向けた体制整備
→ 院内外の医療関係者を対象とした勉強会の開催など

■地域住⺠向けの講演会の開催
→ 第１回：H23年４月、以後２ケ月に１回の割合で開催予定
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